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の 役員報酬の変更手続き

Q ●
● 取締役の報酬を変更したいのですが、

どのような手続きが必要でしょうか。

A ●
● 定時株主総会で報酬総額の限度変更を

しておき、取締役会で各役員ごとの額を変更

することになります。

【解説】

取締役の報酬の決定方法については、取締

役のお手盛りによって会社の利益が害されな

いように、定款か株主総会の決議で定めるこ

とにしています。しかし、定款で定めると変

更する手続きが面倒なため、大部分の会社で

は、株主総会の決議で決定しています。

一般的には会社の定款で、「取締役の報酬

は、株主総会の決議をもって定める」とされ

株主総会の決議においては、「取締役の報酬

総額を年額金○○万円以内とし、その配分方

法は取締役会に一任する」などとされていま

すので、定時株主総会で報酬総額の限度変更

をしておき、取締役会で必要に応じその定め

られた範囲内で各役員ごとの額の変更をする

方法をとればよいでしょう。そうすれば、変

更のつど株主総会を開催して定款の変更など

をする必要はなく、取締役会を開催するだけ

で足りることになります。この場合、決議事

項は、議事録を作成し記録しておきます。

なお、役員報酬を過去に遡って増額する場

合において、その増額が定時株主総会におい

て行われ、かつ、その増額をした日を含む事

業年度の期首までの遡及である場合には、そ

の差額支給額は報酬として認められます。

、


